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施行期日

多様な働き方を効果的に支える雇用のセーフティネットの構築、「人への投資」の強化等のため、雇用保険の対象拡

大、教育訓練やリ・スキリング支援の充実、育児休業給付に係る安定的な財政運営の確保等の措置を講ずる。

１．雇用保険の適用拡大【雇用保険法、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律】
○ 雇用保険の被保険者の要件のうち、週所定労働時間を「20時間以上」から「10時間以上」に変更し、適用対象を拡大する（※１）。
※１ これにより雇用保険の被保険者及び受給資格者となる者については、求職者支援制度の支援対象から除外しない。

２．教育訓練やリ・スキリング支援の充実【雇用保険法、特別会計に関する法律】
① 自己都合で退職した者が、雇用の安定・就職の促進に必要な職業に関する教育訓練等を自ら受けた場合には、給付制限をせず、雇用
保険の基本手当を受給できるようにする（※２）。
※２ 自己都合で退職した者については、給付制限期間を原則２か月としているが、１か月に短縮する（通達）。

② 教育訓練給付金について、訓練効果を高めるためのインセンティブ強化のため、雇用保険から支給される給付率を受講費用の最大
70％から80％に引き上げる（※３）。
※３ 教育訓練受講による賃金増加や資格取得等を要件とした追加給付（10％）を新たに創設する（省令）。

③ 自発的な能力開発のため、被保険者が在職中に教育訓練のための休暇を取得した場合に、その期間中の生活を支えるため、基本手当
に相当する新たな給付金を創設する。

３．育児休業給付に係る安定的な財政運営の確保【雇用保険法、労働保険の保険料の徴収等に関する法律】
① 育児休業給付の国庫負担の引下げの暫定措置（※４）を廃止する。
※４ 本来は給付費の1/8だが、暫定措置で1/80とされている。

② 育児休業給付の保険料率を引き上げつつ(0.4％→0.5％) 、保険財政の状況に応じて引き下げ(0.5％→0.4％)られるようにする(※5)。
※５ ①・②により、当面の保険料率は現行の0.4％に据え置きつつ、今後の保険財政の悪化に備えて、実際の料率は保険財政の状況に応じて弾力的に調整。

４．その他雇用保険制度の見直し【雇用保険法】
○ 教育訓練支援給付金の給付率の引下げ(基本手当の80％→60％)及びその暫定措置の令和８年度末までの継続、介護休業給付に係る国
庫負担引下げ等の暫定措置の令和８年度末までの継続、就業促進手当の所要の見直し等を実施する。

令和７年４月１日(ただし、 ３①及び４の一部は公布日（令和６年５月17日）、２②は令和６年10月１日、 ２③は令和７年10月１日、１は令和10年
10月１日)

等

改正の概要

雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）の概要

改正の趣旨
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こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行するため、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化、全てのこど
も・子育て世帯を対象とする支援の拡充、共働き・共育ての推進に資する施策の実施に必要な措置を講じるとともに、こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるための
子ども・子育て支援特別会計を創設し、児童手当等に充てるための子ども・子育て支援金制度を創設する。

１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策
（１）ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化 【①児童手当法、②子ども・子育て支援法】
①児童手当について、⑴支給期間を中学生までから高校生年代までとする、⑵支給要件のうち所得制限を撤廃する、⑶第３子以降の児童に係る支給額を月額３万円とする、⑷支払月を年
３回から隔月（偶数月）の年６回とする抜本的拡充を行う。

②妊娠期の負担の軽減のため、妊婦のための支援給付を創設し、当該給付と妊婦等包括相談支援事業とを効果的に組み合わせることで総合的な支援を行う。
（２）全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 【①・②児童福祉法、子ども・子育て支援法等、③～⑤子ども・子育て支援法、⑥児童扶養手当法、 ⑦子ども・若者育成支援推進法、⑧子ども・子育て支援法の一部を改正する法律】
①妊婦のための支援給付とあわせて、妊婦等に対する相談支援事業（妊婦等包括相談支援事業）を創設する。
②保育所等に通っていない満３歳未満の子どもの通園のための給付（こども誰でも通園制度）を創設する。
③産後ケア事業を地域子ども・子育て支援事業に位置付け、国、都道府県、市町村の役割を明確化し、計画的な提供体制の整備を行う。
④教育・保育を提供する施設・事業者に経営情報等の報告を義務付ける（経営情報の継続的な見える化）。
⑤施設型給付費等支給費用の事業主拠出金の充当上限割合の引上げ、拠出金率の法定上限の引下げを行う。
⑥児童扶養手当の第３子以降の児童に係る加算額を第２子に係る加算額と同額に引き上げる。
⑦ヤングケアラーを国・地方公共団体等による子ども・若者支援の対象として明記。
⑧基準を満たさない認可外保育施設の無償化に関する時限的措置の期限到来に対する対応を行う。
（３）共働き・共育ての推進 【①雇用保険法等、②国民年金法】
①両親ともに育児休業を取得した場合に支給する出生後休業支援給付及び育児期に時短勤務を行った場合に支給する育児時短就業給付を創設する。
②自営業・フリーランス等の育児期間中の経済的な給付に相当する支援措置として、国民年金第１号被保険者の育児期間に係る保険料の免除措置を創設する。

２．子ども・子育て支援特別会計(いわゆる「こども金庫」)の創設 【特別会計に関する法律】
こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、年金特別会計の子ども・子育て支援勘定及び労働保険特別会計の雇用勘定（育児休業給付関係）を統合し、子ども・
子育て支援特別会計を創設する。

３．子ども・子育て支援金制度の創設 【①④子ども・子育て支援法、②医療保険各法等】
①国は、１(1)①②、(2)②、(3)①②（＊）に必要な費用に充てるため、医療保険者から子ども・子育て支援納付金を徴収することとし、額の算定方法、徴収の方法、社会保険診療報酬支
払基金による徴収事務等を定める。

②医療保険者が被保険者等から徴収する保険料に納付金の納付に要する費用（子ども・子育て支援金）を含めることとし、医療保険制度の取扱いを踏まえた被保険者等への賦課・徴収の
方法、国民健康保険等における低所得者軽減措置等を定める。

③歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせ、その範囲内で、令和８年度から令和10年度にかけて段階的に導入し、各年度の納付金総額を定める。
④令和６年度から令和10年度までの各年度に限り、 （＊）に必要な費用に充てるため、子ども・子育て支援特例公債を発行できること等とする。
（＊）を子ども・子育て支援法に位置づけることに伴い、同法の目的・「子ども・子育て支援」の定義に、子どもを持つことを希望する者が安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現・環境の整備を追加し、同法の趣旨を明確化する。

改正の趣旨

改正の概要

令和６年10月１日（ただし、１(2)⑦は公布日、１(2)⑥は令和６年11月１日、1(1)②、(2)①③④⑤ 、(3)①、2は令和７年４月１日、 １(2)②、３②は令和８年４月１日、１(3)②は令和８年10月１日に施行する。）

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第47号）の概要

施行期日 ※この他、子ども・子育て支援法第58条の９第６項第３号イについて、規定の修正を行う。
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【施行期日別改正項目一覧】
(雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26号）等)
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改正内容施行期日

○育児休業給付に係る国庫負担引下げの暫定措置の廃止

○介護休業給付に係る国庫負担引下げの暫定措置の令和８年度末までの継続
公布日

（令和６年５月17日）

○教育訓練給付金の給付率引上げ（受講費用の最大70％→80％）令和６年10月１日

○自己都合退職者が、教育訓練等を自ら受けた場合の給付制限解除

○就業促進手当の見直し（就業手当の廃止及び就業促進定着手当の給付上限引下げ）

○育児休業給付に係る保険料率引上げ(0.4％→0.5％)及び保険財政の状況に応じて保
険料率引下げ(0.5％→0.4％)を可能とする弾力的な仕組みの導入

○教育訓練支援給付金の給付率引下げ（基本手当の80％→60％）及び当該暫定措置
の令和８年度末までの継続

○雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例、地域延長給付の暫定措置の
令和８年度末までの継続

○「出生後休業支援給付」・「育児時短就業給付」の創設（※１）

○子ども・子育て支援特別会計の創設（※１）

○高年齢雇用継続給付の給付率引下げ（15％→10％）（※２）

令和７年４月１日

○「教育訓練休暇給付金」の創設令和７年10月１日

○雇用保険の適用拡大（週所定労働時間「20時間以上」→「10時間以上」）令和10年10月１日

（※１）子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第47号）
（※２）雇用保険法等の一部を改正する法律（令和２年法律第14号）



（参考）雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
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【令和６年４月10日 衆議院厚生労働委員会】

一 雇用保険の適用拡大による短時間労働者の就労状況の変化について調査を行い、その結果を踏まえ、労働政策審議会において

必要な検討を行うこと。

二 複数の事業所で雇用される労働者の雇用保険の加入手続が確実に行われるよう、周知・広報を強化すること。また、複数の事

業所で雇用される労働者への雇用保険の適用の在り方等について労働政策審議会において検討を行うこと。

三 我が国の完全失業者に占める基本手当の受給者割合が二十パーセント程度となっていることも踏まえつつ、今般の適用拡大の

施行状況を把握し、必要な取組を検討すること。

四 教育訓練給付について、効果的な給付の観点から、講座の効果、賃金上昇の確認方法等の十分な検証を行い、その結果を踏ま

え、労働政策審議会において必要な検討を行うこと。

五 教育訓練給付の拡充措置について、非正規雇用労働者の活用状況を把握するとともに、より多くの非正規雇用労働者が教育訓

練を受けられるよう必要な支援を行うこと。

六 雇用保険の国庫負担は雇用政策に対する政府の責任を示すものであることから、求職者給付の国庫負担の在り方について、令

和四年の雇用保険法改正により導入した国庫負担の仕組みの下で、適正な財政運営を行うとともに、国の財政・財源の構造から

検討を行うこと。

七 介護休業給付の国庫負担割合の暫定的引下げについて、労働政策審議会において引き続き検討を行い、令和九年四月一日以降

できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で、暫定措置を廃止して本則の水準に戻すものとすること。

八 雇用形態に関わらず、職業能力の開発・向上が労働者の雇用や職業の安定のために不可欠であるとともに、我が国経済の発展

にも資するものであることを踏まえ、労働者の職業能力開発支援について、給付の趣旨を踏まえた国庫負担を含めた必要な予算

を確保すること。

九 保険料率の引上げは拠出する労使に多大な影響があることを踏まえ、育児休業給付の保険料率を弾力的に調整できるかを労働

政策審議会で確認する際には、育児休業給付の状況や見通しに基づいた丁寧な議論を行うとともに、その財政運営の在り方につ

いて適時に検証していくこと。



（参考）雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
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【令和６年５月９日 参議院厚生労働委員会】

一、雇用保険の適用拡大による短時間労働者の就労状況の変化について調査を行い、その結果を

踏まえ、労働政策審議会において必要な検討を行うこと。

二、就業調整等に伴い雇用保険被保険者の資格を喪失する者について、その実態を把握し、労働

政策審議会に報告して、議論を行うこと。

三、複数の事業所で雇用される労働者の雇用保険の加入手続が確実に行われるよう、周知・広報

を強化すること。また、複数の事業所で雇用される労働者への雇用保険の適用の在り方等につ

いて労働政策審議会において検討を行うこと。

四、六十五歳以上の労働者を対象に令和四年一月から試行中の雇用保険マルチジョブホルダー制

度について、制度の周知・広報を強化した上で、その施行状況を適宜労働政策審議会に報告し、

制度の適用対象者の在り方等について議論を行うこと。

五、雇用保険の強制適用事業ではない暫定任意適用事業について、実態の把握を行い、適用の在

り方について労働政策審議会において議論を行うこと。

六、我が国の完全失業者に占める基本手当の受給者割合が二十パーセント程度となっていること

も踏まえつつ、今般の適用拡大の施行状況を把握し、必要な取組を検討すること。

七、教育訓練給付について、効果的な給付の観点から、講座の効果、賃金上昇の確認方法等の十

分な検証を行い、その結果を踏まえ、指定講座の見直し等を含め、労働政策審議会において必

要な検討を行うこと。



（参考）雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
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【令和６年５月９日 参議院厚生労働委員会】

八、教育訓練給付の拡充措置について、非正規雇用労働者の活用状況を把握するとともに、より

多くの非正規雇用労働者が教育訓練を受けられるよう必要な支援を行うこと。

九、非正規雇用労働者については、同一労働同一賃金の徹底に取り組み、雇用の安定化と労働者

保護を図ること。

十、雇用保険の国庫負担は雇用政策に対する政府の責任を示すものであることから、求職者給付

の国庫負担の在り方について、令和四年の雇用保険法改正により導入した国庫負担の仕組みの

下で、適正な財政運営を行うとともに、国の財政・財源の構造から検討を行うこと。

十一、介護休業給付の国庫負担割合の暫定措置的引下げについて、労働政策審議会において引き

続き検討を行い、令和九年四月一日以降できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上で、

暫定措置を廃止して本則の水準に戻すものとすること。

十二、雇用形態に関わらず、職業能力の開発・向上が労働者の雇用や職業の安定のために不可欠

であるとともに、我が国経済の発展にも資するものであることを踏まえ、労働者の職業能力開

発支援について、給付の趣旨を踏まえた国庫負担を含めた必要な予算を確保すること。

十三、保険料率の引上げは拠出する労使に多大な影響があることを踏まえ、育児休業給付の保険

料率を弾力的に調整できるかを労働政策審議会で確認する際には、育児休業給付の状況や見通

しに基づいた丁寧な議論を行うとともに、その財政運営の在り方について適時に検証していく

こと。



参考資料（改正内容の詳細）
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雇用保険の適用拡大

○ 雇用労働者の中で働き方や生計維持の在り方の多様化が進展していることを踏まえ、雇用のセーフティネットを拡げる必
要がある。

現状・課題

○ 雇用保険の被保険者の要件のうち、週所定労働時間を「20時間以上」から「10時間以上」に変更し、適用対象を拡大。
（R４年度末時点の被保険者数は約4,457万人）

※ 給付は別基準とするのではなく、現行の被保険者と同様に、基本手当、教育訓練給付、育児休業給付等を支給。

＜施行期日＞2028（令和10）年10月１日

見直し内容

【参考】週間就業時間が20時間未満の雇用者数

出所）総務省「労働力調査」

改正後改正前

賃金の支払の基礎となった日数
が6日以上又は
賃金の支払の基礎となった労働
時間数が40時間以上ある場合
を１月とカウント

賃金の支払の基礎となった日数
が11日以上又は
賃金の支払の基礎となった労働
時間数が80時間以上ある場合
を１月とカウント

被保険者期間の算定基準

労働した場合であっても１日の
労働時間が
2時間未満にとどまる場合は失
業日と認定

労働した場合であっても１日の
労働時間が
4時間未満にとどまる場合は失
業日と認定

失業認定基準

①屈折点（給付率が80%とな
る点）の額の４分の１
②最低賃金（全国加重平均）で
週１0時間を働いた場合を基
礎として設定

①屈折点（給付率が80%とな
る点）の額の２分の１
②最低賃金（全国加重平均）で
週20時間を働いた場合を基礎
として設定

法定の賃金日額の下限額
（①）、最低賃金日額（②）

※「①を毎月勤労統計の平均
定期給与額の変化率を用いて
毎年自動改定した額」と②を
毎年比較し、高い方を賃金日
額の下限額として設定

29 32 33 34 34 40 45 54 55 54 53
107 113 115 121 126 143 152 173 176 176 175
141 148 154 164 165

185 193
197 195 197 207

217 233 231 240 249
272 285

286 287 291 299
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

週1～4
時間

週5～9
時間

週10～14
時間

週15～19
時間

約506万人

○週所定20時間を基準に設定されている基準を現行の1/2に改正
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自己都合退職者が教育訓練等を自ら受けた場合の給付制限解除

○ 自己都合離職者に対しては、失業給付（基本手当）の受給に当たって、待期満了の翌日から原則２ヶ月間（５年以内に２
回を超える場合は3ヶ月）の給付制限期間がある。
※ ただし、ハローワークの受講指示を受けて公共職業訓練等を受講した場合、給付制限が解除される。

○ 労働者が安心して再就職活動を行えるようにする観点等を踏まえ、給付制限期間を見直す必要がある。

現状・課題

○ 離職期間中や離職日前１年以内に、自ら雇用の安定及び就職の促進に資する教育訓練を行った場合には、給付制限を解除。
※ このほか、通達の改正により、原則の給付制限期間を２ヶ月から１ヶ月へ短縮する。ただし、５年間で３回以上の自己都合離職の場合には給付

制限期間を３ヶ月とする。

＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

○基本手当の受給手続の流れ（自己都合離職者）

改正前 改正後

２ヶ月 ⇒ １ヶ月 自ら教育訓練を行った場合に解除 9



教育訓練給付金の拡充

○ 厚生労働大臣が指定する教育訓練を受講･修了した場合にその費用の一部を支給すること（教育訓練給付金）を通じて、労
働者の学び直し等を支援している。

○ 個人の主体的なリ･スキリング等への直接支援をより一層、強化、推進するとともに、その教育訓練の効果（賃金上昇や再
就職等）を高めていく必要がある。

現状・課題

○ 教育訓練給付金の給付率の上限を受講費用の70％から80％に引き上げる。【法律事項】

・ 専門実践教育訓練給付金（中長期的キャリア形成に資する専門的･実践的な教育訓練講座を対象）について、教育訓練の
受講後に賃金が上昇した場合、現行の追加給付に加えて、更に受講費用の10％（合計80%）を追加で支給する。【省令】

・ 特定一般教育訓練給付金（速やかな再就職及び早期のキャリア形成に資する教育訓練講座を対象）について、資格取得
し、就職等した場合、受講費用の10％（合計50%）を追加で支給する。【省令】

＜施行期日＞2024（令和６）年10月１日

見直し内容

特定一般専門実践

40%50%本体給付

ー20%追加給付①
(資格取得等)

ーー
追加給付②
(賃金上昇)

40％70%最大給付率

〈改正前〉

特定一般専門実践

40%50%本体給付

10％20%追加給付①
(資格取得等)

ー10％追加給付②
(賃金上昇)

50％80%最大給付率

〈改正後〉 専門実践教育訓練給付金

・医療・社会福祉・保健衛生関係の専門資格（看護

師、介護福祉士等）

・デジタル関連技術の習得講座（データサイエン

ティスト養成コース等）

・専門職大学院 等

特定一般教育訓練給付金

・運転免許関係（大型自動車第一種免許等）

・医療・社会福祉・保健衛生関係の講座（介護職員

初任者研修等） 等

【参考】現行の対象資格・講座の例
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教育訓練休暇給付金の概要

○ 労働者の主体的な能力開発をより一層支援する観点から、雇用保険被保険者が自発的に教育訓練を受けるために
無給の休暇を取得した場合に、基本手当に相当する給付として、賃金の一定割合を支給するもの。

【令和７年10月１日施行】

• 雇用保険の一般被保険者
• 休暇開始前２年間※１にみなし被保険者期間(賃金の支払の基礎となった日数が11日以上ある月)が12か月以上あること

• 休暇開始前に算定基礎期間（被保険者として雇用された期間）が５年以上あること
対象者・支給要件

• 教育訓練休暇を開始した日から１年※２の期間内の教育訓練休暇を取得している日に、離職した場合に支給

される基本手当の額と同じ額※３を支給

• 給付日数は、算定基礎期間に応じて90日、120日又は150日
給付内容

• 労働協約、就業規則等により設けられた制度に基づき、自発的に※４教育訓練休暇(当該休暇の期間が30日以上で

あり、かつ、対象教育訓練を受けるものとして、事業主の承認を得たもの)を取得した場合に、その期間内の自己の労働等

によって収入を得ていない日について支給

支給対象

• 大学、高等専門学校、専修学校又は各種学校が行う教育訓練
• 教育訓練給付金の支給対象として厚生労働大臣の指定を受けた講座を実施する施設が行う教育訓練
• その他職業に関する教育訓練として職業安定局長が定めるもの

対象教育訓練

• 教育訓練休暇給付金の支給を受けた場合、休暇開始日前の被保険者期間は、基本手当の受給資格決定に用
いる期間から除く。ただし、特定教育訓練休暇給付金受給資格者※５については、基本手当の受給資格決定

に用いる期間から休暇開始前の被保険者期間を除かない。

その他

※１ 疾病、負傷、事業所の休業、出産等により引き続き30日以上賃金の支払いが受けられなかった場合は、最大４年間

※２ 妊娠、出産、育児、疾病、負傷等により30日以上教育訓練を受けられない場合は最大４年間
※３ 休暇前の賃金・年齢に応じて、2,562～9,110円／日(令和８年８月１日以降の額。毎年８月１日に改定)
※４ 事業主の提出書類により、申請者が解雇等の予定がないことを確認。虚偽申告は罰則の対象。

※５ 基本手当の特定受給資格者（暫定措置で特定受給資格者とみなされる特定理由離職者の一部を含む。）と同じ。 11



リ・スキリング等教育訓練支援融資名称

求職者支援制度に基づく事業として実施する。本事業の債務保証及び債務免除に要する費用負担を行う。
※雇用保険保険料(労使折半)、国庫負担(27.5％(本則50％))

事業の位置付

労働金庫法に規定する労働金庫実施主体

• 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律第２条に規定する特定求職者であって、過去に
通算して３年以上就業したことがある者

• 融資申込時年齢が18歳以上かつ融資開始時の年齢が66歳未満で、最終返済時の年齢が76歳未満である者
融資対象者

• 以下を対象に最大２年間分とする。ただし、年収200万円未満の者や離職者に対しては最大１年間分とする。
教育訓練費用（教育関連資金（教科書・学用品等）を含む。)の貸付上限：年間120万円
生活費の貸付上限：年間120万円（10万円×12ヶ月）

• 貸付利率：年2.0％（信用保証料0.5％を含む）
• 担保・保証人：不要
• 返済期間：教育訓練修了後から１年間（据置期間）経過後、10年間以内
• 返済方法：元利均等方式（据置期間中は利用残高に応じた利息支払いのみ）

融資内容

• 次の教育訓練を対象とする。（１ヶ月未満の教育訓練は対象外）
学校教育法に基づく大学、大学院、短大、高専、専修学校又は各種学校が行う教育訓練
教育訓練給付金の指定教育訓練実施者が行う教育訓練
求職者支援訓練又は公共職業訓練等

融資対象教育訓練

• 求職者支援訓練、公共職業訓練又は教育訓練給付金の指定講座を対象として、訓練修了後、雇用保険被保険者
として1年以上の雇用継続に繋がり、訓練開始前の賃金と訓練修了後の賃金を比較して以下の要件に該当したと
きは、それに応じて残債務の一部を免除する。
賃金が５％上昇したとき：残債務の30％（上限額は100万円）
賃金が10％上昇したとき：残債務の50％（上限額は150万円）

• 貸付時点において、融資対象者本人の年収が500万円以上の場合は、インセンティブ措置の対象外とする。

インセンティブ措置

リ・スキリング等教育訓練支援融資（概要）

○個人のスキルアップ等を支援するため、教育訓練費用及び教育訓練受講中の生活費を融資するもの。【令和７年10月１日施行】
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育児休業給付に係る保険料率引上げ及び保険財政の状況に応じて保険料率引下
げを可能とする弾力的な仕組みの導入

○ 育児休業給付については、育児休業の取得者数増等を背景に、支給額は年々増加しており、財政基盤の強化が急務。
（現在の国庫負担割合：本則１/８のところ暫定措置として1/80、現在の保険料率：0.4％）

現状・課題

○ 男性育休の大幅な取得増等に対応できるよう、育児休業給付を支える財政基盤を強化するため、令和４年雇用保険法改正
法の附則の規定を踏まえ、
① 令和６年度から、国庫負担割合を現行の1/80から本則の１/８に引き上げる
② 当面の保険料率は現行の0.4％に据え置きつつ、今後の保険財政の悪化に備えて、本則料率を令和７年度から0.5％に引き
上げる改正を行うとともに、実際の料率は保険財政の状況に応じて弾力的に調整する仕組み（注）を導入する

（注）前年度の決算を踏まえた該当年度の積立金残高(見込み)と翌年度の収入(見込み)の合計額が、翌年度の支出(見込み)の1.2倍を

超える場合は、翌年度の料率を0.4％とすることができることとする。

＜施行期日＞①公布日又は2024（令和6）年４月1日のいずれか遅い方、②2025（令和７）年４月１日

見直し内容

（参考）2022年雇用保険法改正法の附則

政府は、令和六年度までを目途に、雇用保険法の規定による育児休

業給付及びその財源の在り方について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

【男性の育休取得率の目標】

2025年公務員 85％（１週間以上の取得率）、民間 50％
2030年公務員 85％（２週間以上の取得率）、民間 85％

（出所：こども未来戦略）
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教育訓練支援給付金の給付率引下げ及び雇止めによる離職者の基本手当の給付
日数に係る特例等の令和８年度末までの継続

○ 雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例、地域延長給付（雇用機会が不足する地域における給付日数の延長）、
教育訓練支援給付金（45才未満の者に基本手当の80％を訓練受講中に支給）は、令和６年度末までの暫定措置とされている。

○ 暫定措置の在り方について、検討する必要がある。

現状・課題

○ 雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例、地域延長給付を２年間延長する。
○ 教育訓練支援給付金の給付率を基本手当の60％とした上で、２年間延長する。

※ そのほか介護休業給付に係る国庫負担割合を1/80（本則：1/8）とする暫定措置を２年間延長する。

＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

【参考】雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例

○ 教育訓練支援給付金の改正内容

【改正前】

初めて専門実践教育訓練を受講し、修了する見込みのあ

る45才未満の離職者に対して、訓練期間中の受講支援とし
て、基本手当日額の80％を訓練受講中に２か月ごとに支給。

【改正後】

初めて専門実践教育訓練を受講し、修了する見込みのあ

る45才未満の離職者に対して、訓練期間中の受講支援とし
て、基本手当日額の60％を訓練受講中に２か月ごとに支給。

倒産・解雇による離職者雇止めによる離職者

90日～330日

90日～150日

90日～330日（暫定措置）
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就業促進手当の見直し

○ 安定した職業以外の職業に早期再就職した場合の手当として就業手当が、早期再就職し、離職前の賃金から再就職後賃金
が低下していた場合に低下した賃金の６か月分を支給する手当として就業促進定着手当が設けられている。

○ 支給実績や人手不足の状況等を踏まえた各手当の在り方について、検討する必要がある。

現状・課題

○ 就業手当を廃止するとともに、就業促進定着手当の上限を支給残日数の20％に引き下げる。

＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

就業促進定着手当再就職手当就業手当

基本手当受給者が早期再就職し、再就職後
６か月間定着した場合に、離職前の賃金から
再就職後賃金が低下していた者について、低
下した賃金の６か月分を支給

受給資格者が安定した職業（１年超の雇用
見込みのある職業等）に就いた場合であって、
所定給付日数の３分の１以上を残して再就職
した場合に支給残日数の60％又は70%に基本
手当日額を乗じた額の一時金を支給

受給資格者が職業に就いた場合であって、
所定給付日数の３分の１以上かつ45日以上
を残して就業をした場合に、就業日ごとに
基本手当日額の30%相当額を支給（再就職
手当の対象とする就職を除く。）

概要

（離職前の賃金日額－再就職後の賃金日額に
相当する額）に再就職後6か月間の賃金の支払
基礎となった日数を乗じて得た額の一時金

※基本手当支給残日数の40％相当額（再就職手
当として支給残日数の70％が支給された場合
は、30％相当額）が上限

支給残日数の60％（支給残日数が所定給付日
数の３分の２以上の場合は70％）に基本手当
日額を乗じた額の一時金

基本手当日額の30％相当額給付

92,546人359,734人3,486人
受給者数
（令和４年度）

【参考】現行の就業促進手当の概要
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出生後休業支援給付の概要

給付率2/３
（出産手当金※)

給付率50％
（育児休業給付金）

出産 育児休業開始 １歳
180日８週間

１歳２月

母

父
給付率67％

（育児休業給付金）
給付率50％
（育児休業給付金）

育児休業開始

給付率67％
（育児休業給付金）

152日（180日－28日）

給付率
67％

28日

※健康保険等により、産前６週間、産後８週間について、過去12ヶ月における平均標準報酬月額の２/３相当額を支給。

○給付イメージ： が出生後休業支援給付金

28日

13％

13％

給付率 80％
（手取り10割）

１）概要
• 若者世代が、希望どおり、結婚、妊娠・出産、子育てを選択できるようにしていくため、夫婦ともに働き、育児を
行う「共働き・共育て」を推進する観点から、子の出生直後の一定期間以内に、原則、被保険者とその配偶者の両
方が育児休業を取得する場合に、出生後休業支援給付を支給。

２）支給要件
• 育児休業給付の支給要件を満たしていること。
• 子の出生直後の一定期間以内（男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週間以内）に、被保険者とその
配偶者*の両方が14日以上の育児休業を取得すること。 *配偶者がいない場合等は、配偶者の育児休業取得は要件としない。

３）給付額
• 最大28日間、休業開始前賃金の13％相当額。（育児休業給付とあわせて給付率80％（手取りで10割相当））

【施行日】令和７年４月１日
【財 源】子ども・子育て支援金
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育児時短就業給付の概要

１）概要
• 「共働き・共育て」の推進や、子の出生・育児休業後の労働者の育児とキャリア形成の両立支援の観点から、柔軟
な働き方として、時短勤務制度を選択できるようにする、２歳未満の子を養育するために時短就業をする場合に、
育児時短就業給付を支給。

２）支給要件
• 育児休業給付の対象となる育児休業から引き続いて育児時短就業を開始したこと、又は、育児時短就業開始日前２
年間に賃金の支払の基礎となった日数が11日以上ある月が通算して12か月以上あること。

３）給付額
• 時短勤務中に支払われた賃金額の原則10％。

【施行日】令和７年４月１日
【財 源】子ども・子育て支援金

時短勤務前の賃金に対する比率

賃
金
＋
給
付
額

100％

100％

W：賃金

給付（賃金×10％）

○育児時短就業給付の給付イメージ

90％

時短後の賃金と給付額の合計が時短前
の賃金を超えないように給付率を調整
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育児休業給付資金

【育児休業等給付勘定】

子ども・子育て
支援納付金

※子ども・子育
て支援特例公債

事業主拠出金

一般会計からの
繰入

積立金、
子ども・子育て支援資金

【子ども・子育て支援勘定】

子ども・子育て
支援勘定からの

繰入
※支援納付金

一般会計からの
繰入

労働保険特会か
らの繰入

※育児休業給付
に充てる
雇用保険料

＜歳入＞ ＜歳入＞＜歳出＞＜歳出＞

• 育児休業給
付費

• 出生後休業
支援給付費

• 育児時短就
業給付費

等

子ども・子育て支援特別会計
（主所管：内閣府（こども家庭庁）、厚生労働省共管）

• 児童手当交
付金

• 子どものた
めの教育・
保育給付交
付金

• 妊婦のため
の支援給付
交付金

• 子ども・子
育て支援交
付金

• 乳児等のた
めの支援給
付交付金

等

こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、年金特別会計の子ども・子育て支援勘定及び労働保険特別
会計の雇用勘定（育児休業給付関係）を統合し、 子ども・子育て支援特別会計を令和７年度に創設する。

① 子ども・子育て支援特別会計は、児童手当、子どものた

めの教育・保育給付、妊婦のための支援給付、乳児等の

ための支援給付、育児休業等給付等に関する政府の経理

を明確にすることを目的とする。

② 子ども・子育て支援特別会計を「子ども・子育て支援勘

定」及び「育児休業等給付勘定」に区分し、子ども・子

育て支援勘定は内閣総理大臣が、育児休業等給付勘定は

厚生労働大臣が管理する。※主な歳入・歳出は右図のとおり。

③ 事業主拠出金、子ども・子育て支援納付金、雇用保険料

といった特定の財源に係る決算剰余金が、特定の財源を

充当する経費以外に使われることのないよう、子ども・

子育て支援勘定に「積立金（事業主拠出金）」及び「子

ども・子育て支援資金（子ども・子育て支援納付金）」、

育児休業等給付勘定に「育児休業給付資金（育児休業給

付に充てる雇用保険料）」を置き、分別管理する。

※ 上記に伴い、年金特別会計・労働保険特別会計にかかる規定につ
き所要の整備を行う。

子ども・子育て支援特別会計の創設

【特別会計に関する法律】
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